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【協議事項１】事業実施主体について 
 

 今後の計画策定、施設整備及び管理運営を実施する「事業主体」について協議します。 

 

１ 勉強会での意見 

どのような組織 行田市 羽生市 

組織体制 一部事務組合設立 一部事務組合設立 

意見交換結果 対等な関係で効率的かつ機動的な組織体制を構築することで共有 

 

２ ごみ処理事務に係る広域行政体系 

 広域行政の手引（埼玉県資料抜粋） 

種類 事務の委託 一部事務組合 

位置づけ 地方公共団体相互間の協力 地方公共団体の組合 

組織 
法人格を持たない 

受託団体が事務を処理 
独立した法人格あり 

法律効果

の帰属 
受託団体に帰属 一部事務組合に帰属 

当事者 １対１ 複数の団体 

特徴 
・委託団体は、事務処理権限を失う 

・権限が受託側に一元化される 

・財産の保有が可能 

・執行機関、議会を有するため、責任の所在が明確 

課題 

・委託団体は、委託事務に関し直接、権限を行使で

きなくなる 

・受託団体は、受託事務に関し、全ての責任を負う 

・構成団体は、組合事務に関し直接、権限を行使で

きなくなる 

・機動的な意思決定が難しい 

 

３ 協議時に考慮する要素 

１）「事務の委託」について 

➤ 事務の委託団体はその範囲内で権限を失い、事務の責任は受託団体に帰属される

ため、両市の意向を踏まえた対等な関係での施設整備は困難となります。 

２）「複合的一部事務組合」について 

 ➤ 現在の「彩北広域清掃組合」に羽生市が加入することで、新たな組合設立に係る

事務は簡素化されますが、設立後の事務処理や意思決定が複雑化します。 

 

  

  

資料２ 
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 【参考】一部事務組合に関する地方自治法の規定（抜粋） 

（組合の種類及び設置） 

第二百八十四条 地方公共団体の組合は、一部事務組合及び広域連合とする。 

２ 普通地方公共団体及び特別区は、その事務の一部を共同処理するため、その協議により規約を定

め、都道府県の加入するものにあつては総務大臣、その他のものにあつては都道府県知事の許可を

得て、一部事務組合を設けることができる。この場合において、一部事務組合内の地方公共団体に

つきその執行機関の権限に属する事項がなくなつたときは、その執行機関は、一部事務組合の成立

と同時に消滅する。 

（規約等） 

第二百八十七条 一部事務組合の規約には、次に掲げる事項につき規定を設けなければならない。 

一 一部事務組合の名称 

二 一部事務組合の構成団体 

三 一部事務組合の共同処理する事務 

四 一部事務組合の事務所の位置 

五 一部事務組合の議会の組織及び議員の選挙の方法 

六 一部事務組合の執行機関の組織及び選任の方法 

七 一部事務組合の経費の支弁の方法 

２ 一部事務組合の議会の議員又は管理者（第二百八十七条の三第二項の規定により管理者に代えて

理事会を置く第二百八十五条の一部事務組合にあつては、理事）その他の職員は、第九十二条第二

項、第百四十一条第二項及び第百九十六条第三項（これらの規定を適用し又は準用する場合を含

む。）の規定にかかわらず、当該一部事務組合の構成団体の議会の議員又は長その他の職員と兼ね

ることができる。 
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【協議事項２】事業全体スケジュールについて 
 

 事業を計画的かつ着実に推進するため、「事業全体のスケジュール」について協議します。 

 

１ 勉強会での意見 

いつ実施 行田市 羽生市 

整備スケジュール 最短稼働でも令和 9年 

令和元年度策定の羽生市清掃セン

ター整備基本構想では、令和 15 年

まで現施設を稼働予定 

意見交換結果 
 施設老朽化に伴う早期整備の必要性、施設稼働までの事務手続きと必要

期間について共有。具体的な整備時期は、今後の調整事項。 

 

２ 広域化・集約化に係る手引き（環境省資料抜粋） 

○老朽化したごみ処理施設の更新 

 令和元年度に稼働中のごみ焼却施設の使用開始年度についての累積比率（＝各年度に稼働中の施設数／全施設数）

を図２－６示す。ごみ焼却施設の耐用年数が一般的に２０年程度とされているなかで、２５年以上稼働している施設

が約半分を占めており、全国的にごみ焼却施設の更新は喫緊の課題であると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 協議時に考慮する要素 

１）「現施設の老朽化」について 

➤ 両市の施設とも、新たな施設稼働までに４０年以上が経過するため、耐久性への懸

念があります。今後、大規模修繕や外部への処理委託が必要になった場合、大きな財

政負担へ繋がる可能性があります。 

２）「地域計画」への影響について 

➤ 本年度策定を予定している、国の交付金の前提となる「循環型社会形成推進地域計

画」は、計画期間が最長７年となります。「プラスチックに係る資源循環の促進等に

関する法律」が施行された際には、施設整備全体に大きな影響を与える可能性がある

ため、施設稼働に向けたスケジュールについて考慮する必要があります。 
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４ 事業全体スケジュール（案） 

表 共同整備に向けた最短事業スケジュール【ＤＢＯ方式を採用した場合】 

 

  
令和

西暦

彩　北：S59年稼働

羽生市：S58年稼働

埋蔵文化財調査

令和

西暦 2026 2027 2028 2029

9 10 11

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

事　業　内　容
1 2 3 4 5 6 7 8

事業者選定・契約締結

一般廃棄物（ごみ）処理施
設設置の届出

建築確認申請、適合証明、
中高層届出

施設整備工事（本体）

施設整備工事（造成・外
構・周辺環境対策）

施設稼働

循環型社会形成推進地域計
画の策定

施設整備基本計画の策定

生活環境影響調査

都市計画決定の変更

PFI導入可能性調査

事業者選定アドバイザリー
業務

46

羽生市清掃センター整備基
本構想策定

行田市ごみ処理基本構想策
定

広域化検討

事業実施主体設置

一般廃棄物（ごみ）処理基
本計画の改定【法定計画】

40 41 42 43 44 45

40 41 42 43 44 45
経過年数

35 36 37 38 39

36 37 38 39

2024 2025 2026 2027 2028 2029

8 9 10 11

2019 2020 2021 2022 2023

事　業　内　容
1 2 3 4 5 6 7

最長計画期間 ７年

Ｒ３．３．１６ 基本合意締結
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【協議事項３】共同処理事務について 
 

 「共同で処理する事務の範囲」について協議します。 

具体的な項目は、「分別区分」「収集運搬」「整備する施設」です。 

 

１ 勉強会での意見 

１）分別区分 

どのような形態 行田市 羽生市 

分別区分 
ペットボトルの取扱い以外、羽生

市とほぼ同一 

ペットボトルの取扱い以外、行田

市とほぼ同一 

意見交換結果 
 根本的な区分は両市で一致。相違している品目については、今後の調

整事項。プラスチックごみ一括回収制度の動向注視。 

  

２）収集運搬 

  

３）整備する施設 

  

 

  

どのような形態 行田市 羽生市 

収集運搬体制 

収集袋有料化 

当面、各市で対応 

収集袋は指定透明袋、手数料上乗

せなし 

当面、各市で対応 

収集袋は指定透明袋、手数料上乗

せなし 

意見交換結果 
 有料化の検討は必要であるが、新施設稼働を理由とする有料化は行わ

ないことで共有。 

どのような施設 行田市 羽生市 

整備する施設 

可燃・不燃・粗大ごみ処理施設＋

剪定枝堆肥化施設、リサイクル用

ストックヤード 

可燃・不燃・粗大ごみ処理施設 

意見交換結果  資源リサイクル関係は、現時点では個別で実施する方向である認識。 



6 

 

２ 協議時に調整が必要な要素 

 １）「分別区分」について 

  ➤ 両市において、必ずしも全ての品目を揃える必要性はありませんが、廃棄物の性

状を揃える必要があります。 

２）「収集運搬」について 

  ➤ ごみの収集運搬については、施設の共同整備後も各市がそれぞれ実施している事

例が多数見受けられます。 

３）「資源化施設」整備の考えについて（相違点１） 

 ➤ 行田市はごみ処理基本構想で、剪定枝資源化施設の整備を計画しています。 

 ４）「リサイクル用ストックヤード」整備の考えについて（相違点２） 

  ➤ 行田市はごみ処理基本構想で、リサイクル用ストックヤードの整備を計画してい

ます。 
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【協議事項４】経費の負担割合について 
 

 共同処理事務に係る「経費の負担割合」について協議します。 

 

１ 勉強会での意見 

 

２ 広域化・集約化に係る手引き（環境省資料抜粋） 

 ○費用分担 

全国の事例で見られる施設建設費、処理費及び維持管理費の分担方法を表５－２に示す。人口割り、ごみ量割り、均

等割り、これらの分担方法の組み合わせがある。施設建設費、処理費及び維持管理費について、それぞれ異なる分担方

法を設定している事例も見られる。 

表５－２ 建設費、処理費及び維持管理費の分担方法 

費用分担方法 概要 

ごみ量割り 市町村のごみ量（処理費及び維持管理費の場合、前年度のごみ量）に応じて費用を分担する。処

理費及び維持管理費をごみ量割りとした場合、費用分担割合を下げるために、各市町村で減量化

や分別が促進される可能性がある。 

人口割り 市町村の人口に応じて費用を分担する。１人当たりのごみ排出量が少ない市町村の負担が大きく

なる。 

均等割り 全ての関係市町村が同じ割合で費用を分担する。関係市町村間で人口規模が小さい市町村の負担

が大きくなる。 

上記の分担方法の

組み合わせ 

費用の１０％を人口割り、９０％をごみ量割りというように、上記の分担方法を組み合わせて使

用する。 

 

３ 両市の状況 

 行田市 羽生市 計 

計画収集人口（平成３０年度） ８１，５２２人 ５５，０９２人 １３６，６１４人 

１日１人当たりの排出量（ごみ全体） ９９２g/人日 ９５４g/人日 ９７７g/人日 

１日１人当たりの排出量（家庭系ごみ） ６９１g/人日 ６２７g/人日 ６６５g/人日 

 

４ 県内一部事務組合の負担金割合 

  別添資料３参照 

  

どれだけの負担 行田市 羽生市 

費用負担割合 今後の協議事項 今後の協議事項 

意見交換結果 

 今後の協議事項として共有。用地の取扱いについては、一部事務組合が 

①行田市から取得 ②行田市から借り受ける の選択肢から検討すること

で共有。 
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５ 協議時に考慮する要素 

用地取得、周辺道路の整備等の環境対策事業についての費用負担の方法も併せて考慮

する必要があります。 

地元に配慮 行田市 羽生市 

地元対策 施設整備に合わせた周辺環境整備 施設整備に合わせた周辺環境整備 

意見交換結果 
 周辺環境整備は、新施設建設時に限ることで共有。 

 地元からの意見聴取、要望の把握。 


